
出資法人経営状況一覧表
区 分
法 人 名
設 立 年 月 日
資本金等の総額
遠野市の出資金
遠野市の出資割合

定 款 記 載 の
主 要 業 務

　観光案内に関する業務

平成21年度期の 事業利益 35,476千円（443.6％増） 事業利益 631千円（56.3％減） 事業利益 1,005千円（126.5％増）

経 営 状 況 経常利益 28,981千円（332.1％増） 経常利益 515千円（73.1％減） 経常利益 2,845千円（244.6％増）

当期利益 23,471千円（256.0％増） 当期利益 204千円（83.8％減） 当期利益 1,773千円（134.3％増）

前期利益剰余金 △ 13,710千円 前期利益剰余金 5,419千円 前期利益剰余金 5,484千円

当期未処分剰余金 9,762千円（148.7％増） 当期未処分剰余金 5,622千円（3.8％増） 当期未処分剰余金 7,258千円（32.3％増）

昔話村入村者 39,095人（103.0％増）

　総売上高 285,697千円（158.1％増） 　　宿泊部門

　　工事部門 284,807千円（162.6％増） 　　　　客　　数　 16,979人　（5.5％増）

　　兼業部門 897千円（83.9％減） 　　　　売　　上 104,691千円（2.1％増）

　　　工事部門の内訳 　　営業部門

　　　外部構造部材 171,964千円（155.9％増） 　　　　客　　数　 73,418人　（9.1％減）

　　　　売　　上 231,408千円（3.4％増）

　　　建築 111,409 千円（168.0％増）

　物販部門の強化 １　経営基盤及び組織体制の充実強化

経 営 の 課 題 等 ２　交流人口のさらなる拡大を目指した営業の強化

３　地域経済への波及効果をさらに推進する企画販売の実施

４　施設の有効活用を目指した各種イベントの開催

５　関東、北海道を中心とした団体客及び修学旅行の誘致

６　仕入原価、販管費の徹底管理に努め、健全な収支を実現

　＊　決算年度日：６月１日～５月31日
備 考

　　　　子育て健康住宅１棟･遠野市内　ほか）

　　　（ｳｯﾄﾞﾃﾞｯｷ・木柵等）

　　　（「遠野ウォール」使用の住宅１棟･盛岡市、

　直営工場運営に伴い中間経費の削減、生産コストの
見直しを図り、競争力のある販売単価と利益確保を実
現し、工場原価管理・稼働率を上げる新商品開発を徹
底する。
　県内販売を主軸にした住宅事業に本格的に取組む。
また、民間建築工事受注に向け、営業部門を強化す
る。

35,000,000 円（株主数：76）
平成４年６月29日 平成10年５月11日

10,000,000 円

  とおの昔話村の管理

  附帯する一切の業務

  観光施設の経営、料飲店、売店の経営
  地域開発等の企画、調査、設計

　木材工業、木造建築及び環境整備に関するコンサルティング業務

　木製エクステリア、木製窓枠、建具、家具等の製作、販売

　薬液注入改質木材の販売

　木製工芸品の開発製作販売
　弁当、惣菜等の調理の受託及び宅配サービス業務

　公園、道路、河川等に係る木製構造物の設計、施工、監理、メンテナンス、請負

  文化施設の経営、貸店舗の経営、酒類の販売
  情報提供サービス業

　レストラン、喫茶店、土産品店の経営

　市民センター施設の一部管理業務の受託

　各種イベントの企画・製作・運営　

　木造建築、土木、造園及び緑化事業の設計、施工、管理、メンテナンス、請負

100,000,000 円

　宿泊施設の経営
21.28% 28.60%

　住宅に関する相談、設計、監理

平成２年７月23日
47,000,000 円（株主数：50）

50.00%
10,000,000 円

株式会社
株式会社 リンデンバウム遠野

株式会社
遠野アドホック 株式会社 株式会社 遠野

200,000,000 円（株主数：94）

株式会社

　その他附帯する一切の業務



出資法人経営状況一覧表
区 分
法 人 名
設 立 年 月 日
資本金等の総額
遠野市の出資金
遠野市の出資割合

定 款 記 載 の
主 要 業 務

平成21年度期の
経 営 状 況

経 営 の 課 題 等

備 考

　映像ソフトの企画制作業務

事業利益 8,703千円（22.9％減） 事業利益 76千円（78.2％減）

経常利益 7,996千円（44.9％減） 経常利益 85千円（77％減） 事業利益 △ 43,205千円（83.8％減）

当期利益 7,295千円（23.8％減） 当期利益 △ 1千円（100.4％減） 経常利益 △ 6,890千円（111.8％減）

前期利益剰余金 34,951千円 前期利益剰余金 △ 227千円 当期利益 △ 3,692千円（13.5％減）

当期未処分剰余金 42,246千円（20.9％増） 当期未処分剰余金 △ 228千円（0.3％減） 前期利益剰余金 △ 3,253千円

当期未処分剰余金 △ 6,945千円（113.5％減）

　遠野TV加入世帯数 147 世帯（5.0％増）

　　　遠野エリア 136 世帯（20.4％増） 139,582千円（5.7％増） 　馬の里事業

　　　宮守エリア 11 世帯（59.3％減） 　　うち遠野市分 14,792千円（4.1％減） 　　軽種馬年間延預託頭数　26,013頭（17.3％減）

事業利益 △ 53,430千円（6.4％増）

経常利益 28,426千円（68.8％増）

当期利益 11,647千円（17.9％減）

前期利益剰余金 △ 86,541千円

当期未処分剰余金 △ 74,894千円（13.5％増）

２　㈱遠野テレビの独自業務の受注拡大
３　放送サービスの品質向上
４　加入者満足度の向上

　放牧事業
　　放牧頭数の安定確保
　　越冬放牧事業の継続

公益法人制度改革(H20.12.1～)に係る取組が必要と
なっている。

　アンテナショップ麦わら帽子売上額

１　加入者を増やすための推進事業

　テレビ番組及びコマーシャルの企画制作
　広告宣伝及び公告代理業務

顧客のニーズに応えるだけの商品量を供給できていな
いため、友好都市の協力を得て強化する必要がある。
麦わら帽子は、「安心･安全」「適正価格」がモッ
トーであり、顧客にもそのイメージが定着してきてい
ることからその信頼を維持し、売上高1億4千5百万円
を目標に経営を努力する。

　　受託放牧年間延頭数　152,430頭（20.3％減）

　　地域貢献の推進

　馬の里事業

　放牧事業

　　経営改革の推進

5,200,000 円（株主数：10）
平成12年８月１日

　その他附帯する一切の業務
　情報処理サービス業務

　酒類の販売及び輸入

　食料品の販売及び輸入
　民芸品の販売及び輸入

　その他目的を達成するために必要な事業

　有線テレビジョン放送事業の受託
　有線放送電話事業の受託

特例民法法人

130,000,000 円
68.40%
　牧場及び草地の管理運営

社団法人 遠野市畜産振興公社
昭和62年８月７日
190,000,000 円

　家畜の受託放牧

　家畜の受託管理

　有線テレビジョン放送施設の管理運営受託業務等

平成13年８月１日

50,000,000 円
53.80% 9.62%

93,000,000 円
　500,000 円

有限会社 武蔵野交流センター
特例有限会社株式会社

株式会社 遠野テレビ

　家畜受託管理施設の管理運営、収益事業　電気通信事業の受託
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事業利益 △ 11,627千円（66.6％増） 事業利益 △ 8,502千円（1.3％減）

経常利益 △ 11,072千円（66.7％増） 経常利益 512千円（82.8％減）

当期利益 △ 11,234千円（66.3％増） 当期利益 332千円（83.0％減）

前期利益剰余金 △ 14,147千円 前期利益剰余金 2,695千円

当期未処分剰余金 △ 25,381千円（79.4％減） 当期未処分剰余金 3,027千円（12.3％増）

　　風の丘　収入 282,769千円（0.6％減）

　　　　　　費用 248,383千円（0.6％減） わさび苗生産

　　盛岡南店収入 101,525千円（22.0％増） クローン苗(真妻系） 19,311本　（23.4％増）

　　　　　　費用 109,598千円（13.5％増） クローン１代分根苗 4,540本　（77.3％増)

　　　　　　(真妻系）

　　　　　収入 436,782千円（2.2％増） 実生苗(ダルマ系） 14,439本　（31.9％減）

　　　　　費用 474,720千円（1.4％減） 　　　合　　計 38,290本　（2.9％増)

伝承園入園者 74,984人　（17.8％増)

ふるさと村入村者 56,524人　（19.2％増）

たかむろ水光園入園者 80,306人　（1.6％減）

観光収入に偏重した収益構造の改善
　物産開発の強化充実
　市内特産品の発掘及び新規商品の開発連携
冬場の収益拡大策
観光営業の連携強化
　市内関係者との連携と各施設の特徴付

 

　その他販売部門

４　営業力の強化

２　バイオ技術を活用した他の特産品開発

公益法人制度改革(H20.12.1～)に係る取組が必要と
なっている。

５　根わさび、原料生産による事業収入増

３　産学官連携による商品開発

１　バイオ苗売上強化

公益法人制度改革(H20.12.1～)に係る取組が必要と
なっている。

平成２年６月19日

　地場産品の宣伝、販売促進

85.20%
60,500,000 円

　地場産品の開発研究、普及

特例民法法人
社団法人 遠野ふるさと公社　
昭和63年10月13日
71,000,000 円

　地場産業の人材確保、育成

　その他目的を達成するために必要な事業
　公共施設の受託管理運営

社団法人 宮守わさびバイオテクノロジー公社　
特例民法法人

5,000,000 円
3,300,000 円
66.00%
優良なわさび苗の調査研究、流通に係る調査研究、
わさびを活用した特産品の研究開発、生産技術の指
導、公共施設の管理の受託、その他公社の目的を達
成するために必要な事業


